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経理財務部門の役割の拡大が期待される中にあって、
CFO は安定的な財務状況の維持とビジネス環境変化
への迅速な対応という、互いに相反する目標を達成す
べく、日々努力しています。

この度の調査にご協力いただいた世界各国の、およそ
900 人の CFO と経理財務部門の上級管理職の方々か
らは、各業界を代表するご意見を賜りました。そのう
ちの 267 名の方々からは、IBM グローバル・ビジネ
ス・サービスのコンサルタントとの一対一の対話を通
じて、詳細なお話を直接伺うことができました。IBM 
2005 Global CFO Study では経理財務部門が事業の成
長とリスク管理、収益性の管理という、一見お互いに
矛盾する目的に対して、いかにバランスをとりつつ、
事業に高い付加価値を与えていくかという課題に焦点
を当てています。

調査結果は、企業グループ全体の効率的な情報統合を
推進するため、組織内の『構造的複雑さ』を克服する
ことの重要性を明示したロードマップとなっていま
す。こうした情報統合は、企業の成長機会と業績の最
大化に貢献すると同時に、事業リスク管理の改善にも
役立つものです。

CFO Study はまた、こうした経理財務部門が達成しう
る壮大な目標への道しるべとなるでしょう。これは
IBM 自身が過去 10 年以上にわたって歩んできた道で
もあります。組織内の構造的複雑さの克服、リスク管
理と収益性管理の推進からスタートした IBM の経理
財務部門の改革は、結果として IBM と IBM のお客様
に対して高い価値をご提供する事ができたと確信して
おります。

弊社の経理・財務に関するコンサルティングと、経理・
財務部門を中心とした BTO サービスは IBM 自身の経
験を活用すると共に、これまでにお客様の業績向上を
支援してきた、われわれの経験を十分に踏まえたもの
となっています。弊社は全世界に一万人を超える経理・
財務のスペシャリストを擁しており、お客様の事業価
値創造の機会を捉え、永続的にその価値を提供するた
めの支援を行っています。

この度の調査にご協力頂きました各 CFO の方々に対
しまして、この場をお借りして御礼申し上げるととも
に、皆様よりお伺いました貴重なご見識やご意見は、
今後の IBM のお客様サービス向上に役立つものと確
信いたしております。今後とも皆様との対話を継続
し、壮大な目標に向かって共に歩んでいきたいと思い
ます。

IBM 上級副社長兼 CFO 
Mark Loughridge  

はじめに
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IBM では 2005 年、IBM 2005 Global CFO Study を実
施し、74 カ国、合計 889 人の CFO 及び経理財務部
門の上級管理職の方々に調査のご協力を頂きました。
この調査は、今日の CFO が抱える課題に対して多角
的に検討・評価を行うことを目的としています。調査
の結果から、優れた経理財務部門は単に過去の財務
データを提供するという従来の役割から、企業内の意
思決定者に対して企業内外の情報を駆使して、今後の
ビジネスに対して提言を行うという役割に移行しつつ
あることが確認されました。

IBM ではまた 2004 年に IBM 2004 Global CEO Study
を世界主要企業の CEO に対して実施しました。同調
査では『売上成長』と『市場環境やリスクの変化への
対応能力』が CEO の最重要課題であると回答されて
います。一方 IBM 2005 Global CFO Study によると、
経理財務部門において特に重要視されている領域は、
収益性の向上、成長、及びリスク管理であることが示
されており、これらの回答は CEO の課題に沿ったも
のであると言えます。事実、今回の CFO Study の大
多数の参加者は、収益性管理、成長戦略支援のための
他部門との連携、継続的なプロセス / ビジネスの改善
活動、統制の強化や株主に対して受託者としての責任
を果たすことが、最重要であると認識しています。す
なわち企業が様々な状況に柔軟に対応していくために
は、経理財務部門は収益性の向上、成長、リスク管理
について有意な提言を行っていくことが極めて重要で
あるといえます。

しかしながら、『コンプライアンス』と『株主に対す
る受託者としての責任を果たすこと』を除いて、多く
の経理財務部門は経営情報の分析の重要性は認識して
いるものの、その分析能力については、まだ十分では
ないと感じています。業務の標準化が遅々として進ま
ないことや、企業内で業務プロセスが共通化しないこ
と、各種管理手法や業務システム、情報の統合管理が
未熟であることが、分析・提言能力の向上を困難なも
のにしています。

優れた経理財務部門では組織や業務プロセスの複雑
さ、分断化された情報基盤に的確に対処し、有意な提
言を経営に対して行っていることが今回の調査を通し
て確認されました。こうした優れた経理財務部門では
以下のような施策を実施しています。

経営活動への提言を実現するための基盤構築

簡素化、標準化、最適化による
構造的な複雑さの克服

調査結果から、優れた経理財務部門では簡素化さ
れた共通の業務プロセスと、データや情報の統一
基準を導入しています。これらの経理財務部門は
また、情報の統合や提言能力を強化するために既
存の ERP システムを統合し、先進的な予算編成・
業績予測ツールを活用しています。すなわち、効
率的な提言を行うことができる組織とは、グルー
プレベルで統一された業務方針、簡素化された共
通の業務プロセス、機能的なベストプラクティス、
及び合理的に構築されたシステム基盤を備えてい
る傾向が強いと言えます。

情報統合と
事実データに基づく意思決定の推進 

グループでの業務プロセスの共通化・標準化を推
進し、情報については統一基準を作成（これらは
共に情報の統合に寄与します）している経理財務
部門は、成長、リスク管理、収益性向上に関わる
提言を、より効果的に実施できています。

企業の柔軟性や環境変化への対応能力を高めるための
基盤活用

他部門との連携強化による
成長戦略に関わる提言力の強化

優れた経理財務部門は成長戦略を支援すべく、ビ
ジネス機会を捉え、シナジー効果の評価を実施し
ており、定期的に決算報告を実施するだけではな
く、CEO や各事業部門の意思決定者と緊密に連携
することを重視しています。

要旨
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意思決定支援基盤の最適化による
収益性管理に関わる提言力の強化

優れた企業では、透明性があり、組織の役割ごと
にカスタマイズされ、異常値に焦点をあてたレポー
トを作成しています。この組織別レポートは細分
化され、全組織をカバーするものになっています。
このようなレポートに加え、効果的な予測分析を
可能とし、業績予測の精度を向上させるために、
活動管理指標（ドライバ）と各組織の業績（スコ
アカード / ダッシュボード）との関連性について
数値化を行っています。

単なるコンプライアンスを超えた
リスク管理に関わる提言力の強化

優れた経理財務部門を備えた企業では、個別のリ
スク管理から企業全体の統合リスク管理へと移行
しつつあります。こうしたと取り組みの中で、リ
スクとリターンに焦点を当てた意思決定を支援す
るためのダッシュボードや分析ツールを採用して
います。リスクを十分に考慮に入れた意思決定能
力を高めることは、成長をさまたげるほど必要以
上にリスクをきらうのではなく、リスクを適切に
管理する企業文化をつくりだします。

経理財務部門にとって、今日の複雑化する世界におい
て立ち止まることは、組織の機能を退化させていくこ
とに他なりません。革新的な CFO や経理財務部門は
ますます複雑化する世界で、競争力を維持するために
必要不可欠な『財務上の安定性』と『変化への俊敏な
対応』の双方を同時に達成しようとしています。その
ためにはシェアードサービスなどを含めた業務形態の
最適化や、企業プロセスのフレームワーク作りのほか、
IT 技術と人材の有効活用を推進していくことが求め
られているのです。
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IBM グローバル・ビジネス・サービスは Economist 
Intelligence Unit（EIU）と連携し、IBM 2005 Global 
CFO Study を実施しました。この調査では 889 人の
CFO や経理財務部門の上級管理職の方々に対して現
在のトレンド、主要な課題、経理財務部門の今後の
方向性などについて伺いました。調査の目的は、CFO
が抱える現在と将来の課題に対する取り組みについて
確認すること、そして経理財務部門の優先事項、最
もフォーカスしている領域、及びそれらに対する進
捗状況を調査することです。また Global CFO Study
は、経営層の抱える幅広い課題に対する一連の調査
の一環として行われました。当調査の他に IBM 2003 
Global CFO Survey、The Global CEO Study 2004、
The Global Human Capital Study 2005 などがありま
す。今回の IBM 2005 Global CFO Study の調査結果は、
今後の経理財務部門が進むべき目標へのロードマップ
を提示しています。

IBM 2005 Global CFO Study は、74 カ 国 に お い て、
通信・メディア、流通、金融、製造、公益といった様々
な業種に従事する CFO、及び経理財務部門の上級管
理職の方々に対して実施致しました（図 1 参照）。そ
れぞれの業種ごとの企業規模（売上高ベース）と回答
者の役割と責任範囲についての構成は、すべての業種
でほぼ同じ比率になっています。アジア太平洋地域、
ヨーロッパ、北米、及び中南米にわたって実施した
267 人の CFO の方々へのインタビュー、及び 622 名
から頂いたオンライン調査に対する回答も、今回の調
査結果に含まれています。尚、このオンライン調査は
EIU と共同で実施したものです。今回調査にご協力頂
いた企業の規模としては、年間売上高が 10 億 US $以
下の企業から 100 億 US $以上の企業にわたっており、
参加企業の半数以上の年間売上高は 50 億 US $以上と
なっています。約半数の回答者は企業全体、もしくは
グローバルレベルで統括する立場の方々であり、それ
以外の回答者は、地域、国、事業単位レベルに責任を
もたれる方々となっています。

調査方法と調査対象者の構成

図 1：調査対象の構成

44％　北米・中南米

23％　アジア太平洋地域

33％　ヨーロッパ・中東
　　　  アフリカ

12％　公共

31％　10 億ドル以上

15％　事業部

  4％　財務・監査

  6％　経理部長

  8％　ジェネラルマネージャ

18％　財務部長

40％　CFO/CFO 代理

23％　経理財務担当役員

27％　50 ～ 100 億ドル

24％　10 ～ 50 億ドル

18％　10 億ドル未満

14％　通信・メディア

23％　流通

25％　製造

26％　金融

地域別

業種別

売上高別

統括責任範囲

役割別

47％　全社 /グローバル

20％　国

17％　地域
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近年、コーポレートガバナンスに関する記事や有名企
業の破綻によって、財務報告の信頼性と業務統制の重
要性がますます認識されるようになってきました。そ
の結果、経理財務部門は基本に立ち返ることが強く求
められていますが、優れた CFO は財務報告の正確性、
透明性を保証するだけではなく、より積極的な役割を
目指しています。つまり正確な財務情報を開示すると
いうことは、あくまでも必要条件であり、競争上の優
位性とはならないからです。

The Global CEO Study 2004 では、企業の成長と、様々
な状況への対応が CEO の最重要課題であると回答さ
れています。また、今回の CFO Study では、企業の
収益性管理や成長戦略を支援するための他部門との連
携、継続的なプロセス / ビジネスの改善活動、統制の
強化、株主に対して受託者責任を果たすこと、が重要
であるとの CFO の認識が確認されています。このよ
うに CFO は、企業の成長と様々な状況への対応とい
う CEO の明確な課題を共有しています。

“ 業務形態の柔軟性を維持しつつ、しっかりとした
業務統制を確立していかなければならない ” 

グローバル 自動車メーカー 経理財務担当役員

柔軟性と、様々な状況への対応能力を高めようとす
る試みは、先進的なものです。IBM 2005 Global CFO 
Study の結果から、優れた経理財務部門は、定型的な
レポートを行うデータ管理者という役割から、意思決
定者に対して状況を踏まえた的確な提言ができる、先
見性のある役割に移行していると考えられます。先進
的な CFO は企業にとって重要とされる 3 つの領域、つ
まり、成長戦略、収益性管理、リスク管理に関する提
言活動を同時に推進していくことを目指しています。

かつては実務的な制約により、経理財務部門はこれ
ら三つの重要領域（収益性管理、成長戦略、リスク
管理）のうち、限られた領域に焦点を当てざるを得な
かったものの、業務プロセス変革や IT 技術の進展に
より、より広い領域に対応することが可能になってき
ました。事実、財務管理に関する専門性を生かして、 

事業部門に対して先見性のある提言を行うことによ
り、CFO は信頼感のあるアドバイザーとしての自身の
役割を高めつつあります。こうした役割の移行により
CFO は、CEO や各事業部門のリーダーと真のビジネス
パートナーとしての関係を構築しようとしています。

加えて、調査にご協力いただいた 300 近い企業の 2003
年 6 月から 2005 年 6 月までの四半期報告書のデータを
分析した結果、事業部門に対する提言活動の有効性と企
業の財務データの関連性が明らかになりました。収益性
管理、成長戦略、リスク管理に関わる提言活動を効果的
に実施できていると回答した企業は、効果的な提言活動
が実施できていないと回答した同業他社と比較して、高
い収益性の向上が確認されています。

  

事業部門に対する提言活動と企業業績の関連性
今回の分析では、2003 年 6 月から 2005 年 6 月まで

の 2 年間における売上増加の状況を『売上拡大』と定

義しており、同期間における株主収益率（時価総額・

株価など企業の価値増加分と配当収益率の合計）が

上昇している場合を『企業価値創出』としています。

289 に及ぶ株式会社の四半期報告書をベースとして、

『売上拡大』と 『企業価値創出』の成功要因を分析す

るために回帰モデルを活用しました。この分析の結果、

『企業価値創出』の主要な成功要因は成長戦略に関わ

る提言（とりわけ、成長戦略の立案、継続的な業務プ

ロセスの改善、及びより有効な原価管理や採算管理の

手法の採用）と、情報の統合管理であることが明らか

になりました。また、収益性管理に関わる提言（ロー

リング予測や、積極的なビジネスポートフォリオ管

理）、成長戦略に関わる提言（ビジネス機会の検討と

評価、アイデアのコラボレーション）、及びリスク管

理に関わる提言（リスクの特定とリスク管理戦略の立

案）が『売上拡大』の主要な成功要因であることも明

らかになっています。

先見性のある提言力の確立に向けて
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重点分野における理想と現実のギャップ

ほとんどの経理財務部門は、成長戦略、収益性管理、
及びリスク管理に関わる提言活動を重要視しており、
その実現を目指しているにもかかわらず、あまり有効
な活動ができていないと考えており、そこには大きな
ギャップが存在します（図 2 参照）。

2003 年に実施した同様の調査では、計画立案・将来
の業績予測を含む収益性管理が CFO の最重要課題に
あげられましたが、2005 年の調査に参加頂いた 60%
近くの CFO は、いまだ十分な成果をあげていないと
回答しています。加えて、CFO は CEO の抱える企
業成長に関する課題を共有しているにもかかわらず、
70%近くの経理財務部門が成長戦略を効果的に支援で
きていないと認識しています。また、60％近くの経
理財務部門が、成長戦略を支援するための効率的な業
務プロセスが存在しないという結果も出ています。同
様に、企業の成長を支援するためには継続的な改善
が重要であるとの認識が示されていますが（61％）、 

ここにもまた大きなギャップが存在しています。
収益性管理、成長戦略、リスク管理という 3 つの重
要課題に対して同時に提言活動を実施するためには、
変化に対して俊敏に、且つ柔軟に対応できる経理財務
部門であることが必要です。今回の調査によると、成
長戦略、収益性管理、及びリスク管理に関わる提言活
動をすべて効果的に実施できていると考える CFO は
ほんの一握り（3%）に過ぎません。更には、これら
の最重課題の 2 つについて効果的にできていると回
答した CFO はたった 10％であり、1 つの最重要課題
についてのみ効果的に対処していると回答した CFO
は 35％という結果が出ています。この調査結果によ
ると、889 の回答企業の過半数は、いずれの重要課
題に対しても効果的な活動ができていないと考えてい
ます。
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有効回答数＝870 回答数の割合

事業の収益性分析とモニタリング

継続的な業務改善

社会的責任への対応と法令順守

財務関連のコンプライアンスの主導と
内部統制管理の強化

成長戦略立案・実行における他部門との連携

収益性管理

成長戦略

リスク管理

69
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61
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59

57

31
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50

66

重要性が高い
影響力が強い

図 2：経理財務部門の重点分野における理想と現実のギャップ
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構造的複雑さ～重要な課題

標準化された業務指針の欠如や、共通の業務プロセス
とシステムが企業グループ全体に導入されていないこ
とにより、企業のあらゆる構造を、より複雑なものに
しており、先に述べた理想と現実のギャップを、いっ
そう深いものにしていると考えられます（図 3 参照）。
60％以上の企業が、グループ標準の業務指針とルー
ルをいまだ導入していない、もしくは全社的に共通の
業務プロセスが適用できていないと回答しています。
加えて、80％以上が、全社的な業務プロセスの簡素
化が進んでいない、もしくはベストプラクティスの適
用を全社的に実施していないと回答しています。

“ 分断されたシステムや 
一貫性のない業務プロセスが、 

情報の整合性に悪影響を与えている ” 
アジア太平洋地域 食品メーカー CFO

概して、多くの経理財務部門が改善の努力を行ってい
るものの、業務プロセスと同様に、システムの改善も

十分に進んでいないといえます。70％以上の企業が、
まだ共通システムの導入、先進的な予算編成・業績予
測ツールの活用、もしくは全社的な ERP システムの統
合ができていないと回答しています。こうしたプロセ
スやシステムの分断と標準化の欠如は、必然的にバラ
バラの情報（どれが本当の数値か分からない）を生み
出し、人手によるデータ照合やシステムを効率的に活
用できない状況につながっており、企業の意思決定に
対する経理財務部門の影響力と提言能力を低下させて
います。

事実、この調査結果の分析によって、業務プロセスと
システムの両方を企業グループ全体にわたって改善し
ている企業は、参加企業の 2％に満たないことが分か
りました。更に、システムの改善のみが行われている
企業は 6％であり、業務プロセスの改善のみがなされ
ている企業は 4%でした。この調査結果から、企業は
しばしば業務プロセスの不備を修復するよりも、シス
テムの改善を先行させており、長い目で見ると IT 投
資による恩恵を、最大限享受できなくしている可能性
を示唆しています。
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有効回答数＝844

プロセス

ＩＴ

全グループ規模で実施した割合
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グループ共通の勘定科目体系の導入

業務処理の簡素化

データ・ウェアハウス、データベースの一元化

ERP システムの統合

先進的予算編成・業績予測ツールの利用

会計情報システムの統合

ベストプラクティス (有効事例) の適用

業務処理の標準化

グループ標準の業務方針と処理ルールの導入

図 3：進まない全社的業務プロセス／システム改善
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もし共通のプロセスや統一基準を全社的に導入できな
ければ、多くの経理財務部門は事実データに基づいた
管理ではなく、直感によるマネージメントを行う状況
に陥ってしまいます。結果として、財務情報の正確性
や整合性を維持するために、優秀な人材の人手による
作業が必要になるのです。人手による作業に依存する
ことは、特殊な知識や経験を個人に集中させる結果と
なります。いったん属人化した知識や経験は、共有さ
れ、繰り返し行われるような統制のとれたプロセスや
システムとして結実することはありえません。ついて
はデータ収集が困難になるばかりか、事実データに基
づいた提言が行えなくなり、直感でのマネージメント
を強いることになります。右肩上がりのビジネス環境
下では、それなりに機能した直感によるマネージメン
トも、ビジネス環境や企業業績がより不安定になって
くると、失敗に終わることも多くなるでしょう。なぜ
ならば、ビジネスの真の成功要因が明確に認識されず、
重要な戦略目標にリンクしないからです。そのような
強引な意思決定手法が企業に定着してしまうと、経理
財務部門は、企業の成長を推進する、もしくはリスク
を軽減するために必要な情報を、意思決定者に提供す
ることが困難になってくるのです。

分断化された情報
2005 年に CFO に対して実施したシェアードサー
ビス、及びアウトソースに関する調査 (IBM 2005 
Finance Shared Services and Outsourcing Survey of 
Finance) では、利益確保や戦略策定に有用な情報を収
集し、活用することに対して「よくできている」と回
答した企業は 9％に過ぎませんでした。約半数の企業
は、情報はたくさんあるけれども、情報の焦点が定まっ
ておらず、目的との関連性がない、もしくは適切な情
報がないためアクションを起こすことができない、と
回答しています。これらの調査の結果から経理財務部
門では、情報の分断により発生しているデータの信頼
性チェック作業の削減のために、発生源レベルでの情
報の統合をはかっていくことが求められています。

“ データはたくさんあるが、 
有益な情報はほとんど無い。” 

北米地域 ソフトウェアメーカー CFO

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

65
50
47

26
27
26

20

24

40

34

15

26

図4：重点分野の転換- 業務処理から意思決定支援へ
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意思決定支援基盤の構築の遅れ
1999 年、 2003 年、2005 年の Global CFO study の調
査結果を比較すると、経理財務部門の役割は業務処理
から意思決定支援活動に着実に転換していることが分
かります（図 4 参照）。レポート作成やトランザクショ
ン処理の自動化が、1999 年から 2003 年までの進歩
だといえるでしょう。しかしながらこの転換の進捗は
ここ 2 年間、停滞気味であるように思われます。

こうした停滞の主な理由の一つは、コンプライアンス
（法令順守）やリスク管理の強化に、業務プロセスや
システム整備の焦点が移行してきたことにあります。
加えて業務プロセスの改善やデータ構造の標準化、意
思決定支援の基礎となる各種ツールの活用が進まず、
経理財務部門はその導入に苦慮しているようです。

“ コンプライアンスへの取り組みにより 
優秀な人材の手が取られている。”  

アジア太平洋地域 銀行 CFO

進捗の遅れの原因となっている他の要因として、経理
財務部門で適切なスキルを持った人材の確保が困難に
なっていることがあげられます。調査に協力頂いた 3
分の 2 近くの企業では、適切な経理財務とビジネス
のスキルを持った人材を発掘し、育成することは困難
であると感じています。また同調査においてほぼすべ
ての地域の CFO が、最適な人材を確保し、企業内で
新しいスキルを開発する必要性を強く感じています。
人材の発掘と育成は、数多くの企業にとって共通の重
要課題といえます。

“ 優秀な人材を雇用し、自社に留めることが 
最大の課題である。”  

グローバル　自動車メーカー　地域担当 CFO

ビジネスに対する提言活動の成功要因

成長戦略、収益性管理、リスク管理の領域で経営に対
して効果的に提言活動を実施しようとすると、経理財
務部門は多くの課題に直面します。しかし今回の調査
結果から、経理財務部門が効果的な提言活動を実施し、
強化するための方策が浮き彫りになってきました。（図
5 参照）。まず優れた経理財務部門では企業内の構造
的複雑さの解消に取り組み、バラバラの情報を統合す
る努力をしています。次に他部門との連携を通して、
企業の成長を促進し、企業業績を伸ばすための意思決
定支援の仕組みの最適化を行うとともに、リスクとそ
の影響を事前に評価するための、単なるコンプライア
ンスを超えたリスク管理の仕組みを構築しています。

図 5：提言活動を実現し、強化するためのステップ

提言活動を実現するために

● 簡素化、標準化、最適化による企業全体の構造
 的複雑さの克服

● 実績データに基づいた意思決定支援のための全
 社的な情報の統合管理

提言活動を強化するために

● 成長戦略実現のための事業部門との連携

● 収益性管理に関する提言を支援するための最適化

● 単なるコンプライアンスを超えたリスク管理の
 推進
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経営に対して積極的に提言しようとする経理財務部門
では、その基盤整備のために以下のことを実施してい
ます。
• 簡素化、標準化、最適化による企業全体の構造的複

雑さの克服
• 事実データに基づいた意思決定支援のための全社的

な情報統合

業務プロセスとシステム基盤の標準化と簡素化、及び
最適化による企業内の構造的複雑さの克服

こうしたアプローチにより、経理財務部門は経営に
対する提言活動を強化することができるのです。事
実、効果的に全社レベルでの情報統合管理を行うこと
で、重要と感じている領域について、その理想と現実
のギャップを著しく縮めることが判明しています ( 図
6 参照 )。また情報の統合管理は、業務プロセスとシス
テム基盤の簡素化、標準化を推進することに寄与する
ことも確認されました。
経理財務部門は提言活動を、より円滑に実現するため
に以下のような視点が必要であり、それにより重要領
域に的を絞った提言活動が可能になるのです。

簡素化、標準化、最適化による企業全体の構造的複雑
さの克服
前述の通り、業務プロセスやシステムの改善活動はい
まだ十分に進捗していません。全社的にこのような改
善活動が実施されていない状況を鑑みると、多くの経
理財務部門は多種多様な業務プロセスと複雑なシステ
ム環境の下で業務を行っているといえます。企業買収
などを通じて企業が成長し、新しい市場、地域、顧客
層へと事業を拡大する際には、新しい業務プロセスや
システムの構築、または買収した企業の既存の業務プ
ロセスやシステムの継承、のいずれかの方法を選択す
ることになります。それ故にこの構造的複雑さの問題
は常に存在するのです。

組織の構造的複雑さの克服のための戦略、及び強制力
のある規定が存在しなければ、経理財務部門は多大な
時間をかけて表計算ソフトでの作業にかかりきりと
なってしまうでしょう。今後の事業戦略に対する提言
活動を行うための情報分析どころではなく、データの
精度確認に時間を浪費してしまうことになります。

提言活動の実現

リスク管理 収益性管理 成長戦略 情報の統合
業務プロセスと
システムの

改善活動の実施
社会的責任
への対応と
法令順守

内部牽制・
統制に十分
配慮した
業務処理の
徹底

企業リスク
管理の支援
または実施

収益性の分析と
経営トップや
各部門への
フィードバック

継続的な
業務改善

会社発展への
貢献のための、
経理財務
スタッフ
との連携

コスト削減
の推進

ERP 環境の一元化

先進的予算編成・業績
予測ツールの利用

業務処理の簡素化

業務処理の標準化

効果がある点

図6：全社的な業務プロセスの標準化、簡素化、及びシステムの合理化の効果

有効回答数＝248(インタビューで回答いただいた数：オンライン調査分除く)
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“ 異なったシステム間のデータの整合性を 
確保する必要がある。” 
北米地域　小売　CFO

次章で論じることになりますが、業務プロセスの標準
化、簡素化、及びシステムの合理化を全社的に実現す
ることは情報の統合に大きく貢献し、経理財務部門の
経営に対する提言活動の強化につながります。

全社的な業務プロセスの標準化、簡素化、及びシステ
ムの合理化
IBM の調査結果によると、提言活動で高い効果をあげ
ている経理財務部門は、あまり効果をあげていないと
回答した経理財務部門よりも高い比率で、標準ルール、
共通の業務プロセス、業務プロセスの簡素化、及びベ
ストプラクティスの導入を行っています。提言活動で
はあまり効果をあげていないと回答した経理財務部と

比較すると、高い効果をあげていると回答した経理財
務部門は、業務プロセスの簡素化を 2 倍の比率（22％）
で実施しており、ベストプラクティスの導入率につい
てはほぼ 3 倍の比率（21％）で実施していました。（あ
まり効果をあげていないと回答した経理財務部門で
は、それぞれ 11％、8％でした）

“ 実績の迅速な把握とフォーキャスティングの 
機能を持ったシステム基盤が、 

部門間で共有されれば、 
経営管理の質を高めるため、 
すぐにでも役立つだろう。 ” 

北米地域　銀行　CFO

共通の業務プロセス適用を促進し、簡素化を推進して
いくことは、コンプライアンスや企業のリスク管理支
援、収益性管理、継続的な業務プロセス改善に極めて
有効に働きます（図 7 参照）。加えて情報の統合管理
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図7：最適化された業務形態が、組織と業務プロセスの簡素化と合理化を促進する
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にも大いに役立ち、データの集計作業を削減し、デー
タ加工を必要としない経営への提言活動を推進できる
ようになるのです。

高い成果を挙げている経理財務部門は概ね、システム
の合理化に対して似たようなアプローチをとっていま
す。われわれの調査によると、優れた経理財務部門が
ERP システムを統合している割合（37％）とデータ
ウェアハウスの一元化を行っている割合（27％）は、
あまり効果をあげていない経理財務部門のそれぞれの
比率の 2 倍になっています。（効果をあげていない経
理財務部門は、それぞれ 19％、14％でした。）
既存の ERP システムの統合と、予算管理及び予測ツー
ルの統合は、経理財務部門の経営に対する提言活動に
大いに貢献すると言えます。当然のことではあります
が、こうした統合により、正しい情報は常に一つであ
るという状態になり、データの照合の頻度、データや
情報の収集に費やされる時間を削減することになりま
す。その結果、経理財務部門は、今後のビジネスにつ
ながる提言活動を行うための情報の分析作業に、より
多くの時間を費やすことができるようになるのです。

業務形態の最適化

一般的に企業全体の業務形態を最適化するということ
は、経理財務部門の業務プロセスを簡素化し、合理化
することになり、提言能力を向上させることに繋がり
ます。『最適な業務形態』とは企業によって異なるも
のであり、一概に定義することはできません。経理財

務部門は国内、もしくは国境をまたぐ地域レベルでの
シェアードサービス、又はグローバルベースのシェ
アードサービス、アウトソーシング、あるいは組織内
での業務の分散を組み合わせることにより、業務形態
の最適化を図っています。更にこうした最適化はグ
ローバル、または地域レベルでのアウトソーシングと
組み合わせることも可能でしょう。

グループ内でのシェアードサービス、または外部への
アウトソーシングを問わず、業務の外部委託の有効性
はすでに明らかになっています。われわれの調査にお
いて、グループ内でのシェアードサービス、もしくは
外部へのアウトソースに高い満足を示している経理財
務部門は、グループ標準の業務方針や、共通で簡素化
された業務プロセスを採用しており、ベストプラク
ティスを適用しているケースが多いという結果が出て
います。また、シェアードサービスに対する満足度が
高い企業では、満足度が低い企業と比較して、分析ツー
ル、共通の経理財務基盤、ERP システム、データウェ
アハウス等をより合理的且つ、適切に活用しています。
しかし業務プロセスの標準化や合理化が、業務形態の
最適化をもたらしたのか、あるいは、最適化された業
務形態が業務プロセスの標準化や合理化をもたらした
のか？このあたりは明確ではありません。 これは経
理財務部門で長い間議論されているテーマであります
が、業務形態の最適化が、有効な成果をもたらす事は
間違いないようです。

企業内の構造的複雑さの克服を考える際、CFO は以下のような質問を自問すべきである：
• 構造的複雑さは、あなたの企業にどのような影響を与えているか？

• あなたの経理財務部門の共通業務プロセスは地域的なものか？それともグローバルなものか？

• データ管理方針、勘定科目体系、プロセスの設計等に対して、全社的なガイドラインを設けているか？

• あなたの経理財務部門には、事業部門に対する提言活動を改善するために必要な変革を推進できる人材が存在する

か？

• 経理財務プロセスやシステムの構造的な複雑さが、部門の労力と時間を奪い、意思決定支援活動への移行の妨げと

なっていないか？
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事実データに基づいた意思決定支援のための全社的な
情報統合
今回の CFO Study から、全社的な情報の統合管理を推
進することにより、CFO が重要と考えつつも、その有
効性に疑念を持つ課題について、大きく改善させるこ
とが確認されています（図 8 参照）。また情報統合が推
進されている企業では、他の重要課題についてもより
有効に対処されていることが分かっています。情報の
統合管理の推進は、単なる IT 基盤のレベルアップとい
う議論ではなく、データの統制、業務プロセスのオー
ナーシップ、経営の方向性の共有などにも及ぶ、企業
の最優先課題といえるのです。

“ 財務データとビジネスデータに 
一貫性があることが最優先である ” 

アジア太平洋地域　銀行　CFO

 “ われわれの一番のチャレンジは、 
現業部門とオペレーション部門、IT 部門の間で 

重要なビジネス情報を統合し、 
共有することである。” 

北米地域　銀行　経理部長

われわれの調査によると、これまで多くの経理財務部
門ではある程度の情報統合管理を推進し、提言活動に
必要とされる基盤を築いてきたことが確認されました
( 図 9 参照 )。ほとんどの経理財務部門では各種計画作
業のコーディネーション、事実データと予算データの
収集・集計を行っています。しかし、データや情報は
各事業部門や地域内で完結し、全社で共有されないケー
スがしばしばあるようです。結果的に企業が次のアク
ションを起こす際に、データは重視されず、時に苦痛
を伴いながらも『所詮情報は役に立たない』という意
識を組織内で醸成させてしまっているのです。データ
に関する統一基準が存在しない場合、複数の部門から
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継続的な業務改善

社会的責任への対応と法令順守
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図8：情報の統合管理により、重要性が認識されつつも有効な活動が実施できていない課題について改善することが可能となる
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のデータ収集は非常に困難となり、膨大な時間を要す
る作業となってしまいます。

“ われわれは他部門との主要データ共有のため、 
部門間の障壁を失くす必要がある。” 

北米地域　政府機関　CFO

企業がグローバルにその活動の場を広げ、複雑さを増
していくにつれ、経理財務部門は各種データの統一基
準策定の重要性を認識しつつあります。データの統一
基準の導入を図り、業務プロセスの簡素化を推進する
ため、経理財務部門は各業務プロセスのオーナーを明
確化し、誰がどのデータとプロセスに対して責任を持
つのかを決定していかなければなりません。

各業務プロセスのオーナーシップが重要視されるよう
になってきたのは、データや情報が単に各事業部門の
資産・責務ではなく、全社で活用すべき企業の資産で
あると捉えられるようになってきたからだといえます。
データの正確性に対する責任は各事業部門に残る一方、
統合されたデータの整合性についての説明責任は、経
理財務部門に移行しています。一旦データの正確性が
確保された後は、ウェブの情報ポータルやデータウェ

アハウス、ナレッジマネージメント等の IT ツールを、
データの有効活用とアクセスを向上させるために導入
していきたいと、多くの CFO が回答しています。
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連結ベースの実績、予算、予測の情報の統合

Web ベースの情報ポータルの導入

ナレッジマネージメントデータベースの構築・運用

外部データの収集に関する窓口機能

情報管理の標準化を促進する統制制度構築

プロセスオーナーの明確化と業務可視化の推進

計画策定業務の調整

有効回答数＝869
現在  　　 3年以内に予定されている　   　採用する予定はない
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図 9：情報統合と提言活動のために経理財務部門が実施している施策
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“ 今や CFO は 
情報や業務プロセスの企業内での管財人である。” 

北米地域　銀行　CFO

今後 3 年間に、先見性のある情報提供を行えるように
なるために、多くの経理財務部門ではシステムの統合
を進め、予算管理、計画策定、レポーティング、一般
会計などのシステムの利用度を 2 倍以上にしようと計
画しています ( 現在 42%から 90%まで )。さらに、多
くの CFO が長期・短期の統合的予測の仕組みの導入
を予定しているとの回答から、ローリング予測につい
ても今後いっそう一般化する見込みといえます ( 現在
の 57%から 3 年後の 88%まで )。日々のオペレーショ
ンに計画業務を組み込むと共に、計画のサイクルを短
縮していきたいという多くの回答からも、ローリング
フォーキャストの導入が今後とも増加することが予想
されます。

当然のことではありますが、業務プロセスに対するオー
ナーの明確化や情報の統一基準は経理財務部門にとっ
て成長戦略、収益性管理、リスク管理に関わる提言活
動に非常に役立つものとなります(図10参照)。さらに、
内部情報と外部データを効果的に組み合わせることに

より、リスク管理と成長戦略に関する提言能力を向上
させることもできます。このような対応により、経理
財務部門は提言活動に関する有効性についての理想と
現実のギャップを埋めることもできるのです。

情報を統合管理する際、CFO は以下の質問を自
問すべきである。

• 全社的に各業務プロセスのオーナーは存在するの

か ?

• 情報管理の標準化は進んでいるか ? データは企業

全体の資産として扱われているか ?

• 情報は経理財務部門内で共有されているか ? 全社

で共有されているか ?

• 外部データが社内の財務分析や非財務分析に有効

に活用されているか ?

• あなたの組織の業務は表計算ソフトに過度に依存

していないか？

図10：全社的な業務プロセスの標準化、簡素化、及びシステムの合理化の効果

プロセスを文書化することでの可視化の推進

連結ベースの実績、予算、予測の情報の統合

外部情報の有効活用

情報管理の標準化を促進する統制制度構築

効果がある点

リスク管理 収益性管理 成長戦略

情報統合のために推奨される活動 各提言エリアにおける統合効果

回答数＝248(インタビューで回答いただいた数：オンライン調査分除く)
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組織内の構造的複雑さを克服し、情報の統合がある程
度確保された経理財務部門では、以下のような施策に
より提言活動の向上を図っています。

• 他部門との連携強化による成長戦略提言力の強化
• 意思決定支援基盤の最適化による収益性管理提言力

の強化
• 単なるコンプライアンスを超えたリスク管理提言力

の強化

他部門との連携強化による成長戦略提言力の強化

IBM 2004 Global CEO Survey によれば、今後 3 年間
にわたる財務面での強化を図っていくために注力して
いかなければならないのは、売上の拡大であると約 8
割の CEO が回答しています。また今回の CFO Study
によると、多数の CFO が企業の成長が優先事項であ
ると回答しています。

しかし、成長戦略を効果的に提言できていると考える
CFO や経理財務部門の管理職は半数に満たず、計画
策定、予測、測定、分析作業に苦労していると半数以
上の CFO が回答しています。たとえば今回の調査で
は、利益を伴った売り上げの拡大と、コストの抑制に
関する情報が重要であると考えている回答者はわずか
42%で、成長戦略の立案は自分たちの強みであると回

答しているのは 40%です。更に、新たなビジネスチャ
ンスの発掘と、自社の能力とのシナジー効果の評価が
強みであると回答したのは、わずかに 3 分の 1 でした。

適時他部門を支援し、 
困難を共に克服できるよう常に目配りしているが、 

十分に他部門に協力することは難しい。 
グローバル　石油　経理担当副社長

しかしながら今後、経理財務部門は適時原価管理や採
算管理の手法を見直し、顧客別・商品別の情報を踏ま
えた提言を行うことにより、成長戦略提言に関する
能力を高めていきたいと考えています ( 図 11 参照 )。
また、回答者の多くは顧客別・商品別の情報の提供に
ついて専属のスタッフを配すると共に、情報分析の専
門部門を設置することにより、その能力の強化を図っ
ていきたいと回答しています。

提言活動の強化
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会計情報および非会計情報
(顧客情報や商品情報など) の分析支援

環境変化に合わせて柔軟に更新される
原価管理や採算管理の手法の導入

顧客、商品、契約情報の統合管理

有効回答数＝869

回答の割合

55

53

22 38 40

33 14

25 20

現在　　 3年以内に予定されている　　 採用する予定はない

図11：成長戦略支援に関しての経理財務部門の対応
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成長を支援する一般的な活動に加え、先進的な経理財
務部門では新たなビジネスチャンスの発掘と、シナ
ジー効果の評価に重点を置いています ( 図 12 参照 )。
つまり、単なる過去の財務データのレポートに留まら
ず、将来を予測する活動に業務の重点を移しているの
です。

優れた経理財務部門は、企業の将来のために他部門と
の連携を図っており、企業目標の遷移に合わせて、経
理財務部門の戦略を絶えず更新しています。企業目標
に対する理解と見識がなければ、他部門の経営陣と企
業戦略について共有することはできず、更には企業の
戦略的目標から乖離した意思決定を行ってしまう危険
性もはらんでいます。このような危険性は、潜在的に
企業価値を低減させることに繋がりかねないのです。

成長戦略に関わる提言を行う際、CFO は以下の
質問を自問すべきである。

・経理財務部門の戦略と全社的戦略をどのように連

携させているか ?

・成長戦略策定の決定にあたって仮説の文書化、検

証、精緻化、及び社内でのコミュニケーション

をどのように支援しているか？ 

・企業目標の変化に合わせて如何に理財務部門の

戦略を更新しているか ?　戦略の更新は何をトリ

ガーにしているか ?

・( 顧客別、商品別、チャネル別、契約別 ) 原価管

理や採算管理について、正しい理解を維持する

ために何を行っているか ?

・企業目標の変化 ( 例 : 新規チャネルの獲得、新商

品 / サービスの投入など ) や外部環境の変化 ( 商

品のコモディティ化、新規競合企業の参入など )

を適時、原価管理や収益性管理に反映させてい

るか ?
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図12：成長戦略における連携
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意思決定支援基盤の最適化による収益性管理提言力の
強化

過去数年間にわたって、経理財務部門では統合的経
営管理の手法（Business Performance Management - 
BPM）を日々の業務に取り入れてきました。こうし
た試みにより、経理財務部門は非財務情報を含めた、
各種データのリアルタイム性を向上させ、各部門の
ユーザーに対して広く情報を提供できるようになって
きました。同時に事業環境に関する社外データの活用
も増加しています。こうした流れの中で経理財務部門
では、これまでの財務データを超えた、より有益な情
報を提供し、意思決定者に対して提言を行えるように
なってきています。

" すべてデジタル化された業績指標データが、 
すべてのマネージメントのデスクトップ上で 
リアルタイムに提供されることが望ましい " 

アジア太平洋地域　銀行　CFO

この度の調査の結果、半数以上の経理財務部門は、既
に標準的な計画策定・予算策定・フォーキャスティン
グの仕組みの運用を開始しており、73%の組織では、
実績・予測・予算、及び差異分析についての報告を統

合的に実施しています。同調査によると、こうした統
合的実績・予測・予算・差異分析のレポートは今後 3
年間で 96%にまで増加するだろうと予測しています。
また異常な状況を察知するためのレポートや分析が、
日常業務に組み込まれているケースは 38%に留まっ
ており、まだ一般的であるとはいえませんが、今後 3
年間で 2 倍を上回る、82%にまで達すると予想してい
ます。

一方で業績管理ツールの採用は現状では進んでいると
はいえない状況です（図 13 参照）。しかし経理財務
部門はそのツールの有効性については十分に認識して
おり、見方を変えると、こうしたツールの導入によっ
て現在の経理財務部門の業務プロセスを、大きく改善
させる可能性があるとも考えられます。

この度の調査の回答者からは、各種分析、非定型的な
レポート、シミュレーション分析のために、ERP や各
種分析ツールの有効活用を進めていきたい、との声が
多く寄せられました。企業グループでのデータのアク
セスを改善することで、グループ内での協業を推進し、
サプライヤーや顧客を含めたサプライチェーンの連携
を強化していきたいとの考えも示されています。また
同じデータがすべてのユーザーに提供されるのでは
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組織の役割に応じてカスタマイズされた
全社の業績管理ツール

予測モデリングのためのデータ・マイニング・ツール

ERPに組み込まれているBPM機能の活用

実際のワークフローに組み込まれた分析ツール
(自動リアルタイム警告など)

社外パートナー(サプライヤー、顧客など)と
リンクしたBPMツール

全社共通WEBシステムでの報告ツール、ポータルなど

有効回答数＝859

回答の割合

図13：業績管理ツールの利用状況

35

29

15

27

25

22 48 30

47 28

47 26

40 45

47 24

45 20
評価指標の
報告の
全社的な利用

情報の有効
活用に役立つ
分析ツール

現在　　   3年以内に予定されている　　  採用する予定はない



2�

なく、ユーザーの役割に応じたカスタマイズされたレ
ポートであることが重要です。経理財務部門が業績評
価の枠組みを積極的に構築しようとしていますが、経
営戦略を展開した管理指標を現業の末端まで浸透させ
て行く仕組みが、必ずしも経営レベルの評価指標をサ
ポートしていない状況にもあります。真に効果的な活
動にするためには , この管理指標と経営戦略をより密
接に結びつける必要があります。ところが、実際は戦
略と結びつくより現場のチームあるいはグループの活
動の最適化を優先されているように見受けられます。
但し、先進的な財務部門は、より透明度が高く役割に
紐づいた評価管理の基準と、異常値ベースの報告シス
テムと、企業グループ全体にくまなく浸透していく情
報伝達を、いずれも損なうことなく同時に実現をさせ
ようとしています ( 図 14 参照 )。
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図14：最適な意思決定支援 

回答数の割合

他部門と協力した計画策定、実績報告、意思決定

新しい予算管理制度の導入

戦略に適合した重要業績管理指標の設定

企業方針にカスタマイズされた業績管理指標帳表の
作成と利用の推進

例外（あるいは異常値）に焦点を当てた管理
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推奨される活動 事業収益性管理において対応済の割合
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単なるコンプライアンスを超えたリスク管理提言力の
強化

今日、内部統制とコンプライアンス（法令順守）に関
して、経理財務部門は比較的効果的な活動が行えてい
るようです。財務報告プロセスのほか、会計処理基準
や決算プロセスの統制に関する文書化は、依然とし

て（そして今後も継続して）重点分野となっています。
加えて今回の調査の回答者は 、企業グループ全体の統
制やシステムインフラの統制にも今後注力していきた
いと考えています（図 15 参照）。経理財務部門におい
てはまた、内部統制を整備するためには経営者層の積
極的な協力と、取締役会の内部統制のフレームワーク
についての理解が欠かせないと認識しています。

収益性管理に関わる提言を行う際に、CFO は以下の質問を自問すべきである :
・財務上の計画策定・予算作成・フォーキャスティング・意思決定プロセスは、どのように統合され、整合性が図

られているか？

・フォーキャスティングやレポート作成において、外部データは広範囲に活用されているか？ 

・あなたの会社では収益性管理の枠組みが、事業全体をカバーできているか確認しているか？この枠組みは組織の

役割をベースとしたものになっているか？また、事業戦略と主要な活動管理指標（ドライバ）とが密接に紐づい

ているか？

・あなたの組織では、どの程度非定型的なレポートや情報分析を活用しているか？

・あなたの組織では、事業の成果と活動管理指標の定量的関連性について十分に理解が浸透しているか？またこ

れらの管理指標の変動が、事業の成果にどの程度の影響を与えるかについて、予測できる状態になっているか？ 

こうした定量的因果関係について精度を検証・チューニングし、且つ組織内での理解を深めてゆくためのプロセ

スが存在するか？
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会計方針の文書化

外部委託プロセスの管理に対する評価能力および検証

合併と買収プロセスの管理

企業全体の内部統制プログラム促進

内部統制に対してトップマネージメントが責任を持つように促す

IT およびインフラストラクチャーの管理

取締役会や監査委員会の内部統制フレームワークについての理解の促進

決算業務プロセスの管理

経理財務報告プロセス

定型的でないおよび複雑な会計処理の記録の管理

以前の重点            現在の重点          将来、重点を置く予定             該当しない

回答の割合

図15：内部統制の強化が計画されている領域
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一方、調査結果は次のような傾向についても示唆して
います。つまり経理財務部門は、より有益な提言を生
み出すためのリアルタイム経営を支援するよりも、各
種統制活動を自動化することを優先させています（図
16 参照）。最近の法制度からの要請の高まりが、この
ような傾向を産み出していると考えられます。とはい
え多くの CFO は『自動化された統制上の警告』や『分
析ツール』を備えた経営ダッシュボード、業務フロー
のモニタリング、各種管理ツール、リスク管理の日常
業務内での実施、などが将来的に重要となるだろうと
回答しています。

" データ収集とレポート作成に割く時間を削減し、 
より多くの時間を計画立案と統制活動に 

投入したいと考えている " 
ヨーロッパ地域　3PL 　経理財務担当役員

加えて経理財務部門は、新たなビジネス機会に対して
将来を指向したリスク管理活動を通じて、より有意な
提言を始めています。8 割以上の回答者は、こうした
ビジネス機会に関連するリスクの特定、分析、評価に
積極的に関与しています。

" 利益率が低下しているビジネス環境下では 
『リスクを回避する』という考え方から、 

『リスクを管理する』と言う考え方に 
変わっていかなければならない " 
アジア太平洋地域　銀行　CFO

約 1/3 の優れた経理財務部門では、企業全体のリス
ク管理という従来より大きな視点に立つことによっ
て、単なるコンプライアンスを超えたリスク管理を推
進しています。これまでの伝統的なリスク（コンプラ
イアンス、流動性リスク、信用リスクなど）管理を行
う一方で、これまでの 2 倍に匹敵する広範なリスク（オ
ペレーショナルリスク・マーケットリスク・戦略リス
ク、イベントリスク）の管理に取り組んでいます。 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

プロセスの自動化による効率化と内部統制要件対応の促進

実際のワークフローに組み込まれた分析ツール
(自動リアルタイム警告など)

自動アラーム機能を備えた事業活動モニターツール

リアルタイムな法令順守状況の監視レポートの使用

内部統制の理解の促進

プロセスおよび内部統制の自動化と文書化

以前の重点および現在の重点  　　 将来、重点を置く予定    　　 採用する予定はない

回答の割合

図16：プロセスの自動化とツールの活用がリスク管理に関する提案を可能にする
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また、こうした経理財務部門では収益性管理のダッ
シュボードと、リスクとリターンに焦点を当てた分析
ツールなども活用しています（図 17 参照）。という
のも、大きな過失は会社全体に及ぶ大きな損害をもた
らすこともあるため、優れた経理財務部門では、潜在
的なビジネス機会に対するリスク管理や、エグジット
戦略の立案に取り組んでいます。こうした財務部門は、

新たなビジネス機会に関しての明確なガイドラインを
策定し、組織内においてリスクと機会を区別して考え
ることを、組織内に浸透させているのです。また収益
管理のためのダッシュボードと分析ツールは、リスク
という考え方をユーザーの意思決定の中に組み込むこ
とを可能にし、リスクを必要以上にきらうことのない、
統制の取れた企業文化の醸成を推進するのです。
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図17：コンプライアンス（法令順守）を超えたリスク管理

回答数の割合

プロセスの自動化による効率化と
内部統制要件対応の促進

リスク管理戦略の策定

実際のワークフローに組み込まれた分析ツール
(自動リアルタイム警告など)

自動アラーム機能を備えた事業活動モニターツール

リスク管理ガイドラインの明確化

内部統制の理解の促進
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中程度あるいは低い効果を
上げている企業

高い効果を上げている企業

リスク管理において対応済の割合推奨される活動

リスク管理に関する提言を行う際に、CFO は以下の質問を自問すべきである :
・あなたの経理財務部門は、リスク低減のための戦略が適時提示できているか？またあなたの組織は、リスク管理

に関する戦略立案を正式に支援すると共に、リスクが顕在化する局面では、その対応について明確な役割を担っ

ているか？

・あなたの経理財務部門では、新たな施策について事前分析を行う場合、リスクやリスクのガイドラインについて

十分考慮しているか？ 

・あなたの会社は内在するリスクの種別ごとに組織は分類され、自動的な警告レポートと分析ツールやモデリング

ツールを備えたダッシュボードが利用できるようになっているか？

・あなたの組織では、どの程度業務プロセスや統制ポイントの自動化が図られているか？
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今日の先進的 CFO は、絶えず変化する企業環境に迅
速に対応できる、柔軟性を備えた組織に移行してゆく
ために、経営に対する提言能力の向上を図っています。
企業の成長戦略、収益性管理、リスク管理に関する
提言を同時に提供できる経理財務部門を構築するこ
とは、企業価値をより高めることであり、調査にご
協力いただいた CFO にとって優先順位の高い課題に
なっています。このように経理財務部門が新たな役
割を果たすためには、そこに新しいモデルが必要に
なります。( 図 18 参照 )

この度の調査結果から、成功を収めている革新的な経
理財務部門にはいくつかの共通する成功要因が存在す
ることが明らかになりました。今後 CFO が経理財務
部門の業務プロセス、組織モデル、システムや必要な
スキルについて検討する場合、こうした成功要因を考
慮すべきでしょう ( 図 19 参照 )。

経理財務部門が俊敏で、即応性のある組織へと変貌す
るために、図 20 にある通り、二つのアプローチが考
えられます。二つのアプローチを同時にとることも考

将来へ向けてのロードマップ

図18：革新的な経理財務部門の新しいモデル

好機を最大限生かす

損害を軽減する

成功への鍵

強化対象

リスク管理提言力

安定性

構造的複雑さの簡素化、標準化、最適化

統合された情報に基づく意思決定の実現

単なるコンプライアンスを
超えたリスク管理提言

収益性管理提言力

意思決定支援基盤の
最適化による
収益性管理提言

成長戦略提言力

即応性

他部門との連携強化
による成長戦略提言

図19：革新的な経理財務部門の特性 

・ビジネスモデルと戦略との整合性が確保されている
・経理財務部門がビジネスに対する洞察力を備えている
・継続的に情報、レポート、提言のレベルを向上させている
・提供されるデータが業務的・戦略的目的に沿ったものになっている
・組織の各役割や要件に基づいた提言活動が行われている
・サプライヤーや、顧客からの重要な外部情報が活用されている

・機能横断的／組織横断的な業務フレームワークが構築されている
・ビジネスにおける成果の因果関係が明確にされている
・活動管理指標が組織内で広く理解されている
・発生源でのデータが正確に取得されている
・経理財務部門が事業部門と連携できるだけのスキルを備えている 

・社内の業務統制が活動管理指標に反映されている
・リスクを感知する分析能力の備えている
・組織の役割ごとのリスクが自動的に警告される仕組みがある
・リスク評価、リスク許容、シミュレーションなどの統合リスク管理システムが活用されている

成長戦略に関する提言力

収益性管理に関する提言力

リスク管理に関する提言力
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えられますが、まずは組織上の合理化（業務プロセス
の簡素化・共通化とデータの標準化）を図った経理財
務部門が、迅速かつ整合性の取れた情報の提供に成功
しています。こうした成功の次のステップとして、経
理財務部門は企業の成長に寄与するための戦略を、収
益性管理とリスク管理の側面から支援することができ
るのです。

このアプローチにおける主なタスクは、業務プロセス
とデータ構造の共通化と標準化です。こうした合理化
は情報とテクノロジーの効率的な統合を促進し、組織
内の構造的複雑さの克服に貢献します。

タスクの順序にかかわらず、経理財務部門は部門とし
ての戦略と、会社の戦略の整合性を常に図ってゆくと
共に、企業全体のデータと業務プロセスに対する説明
責任とオーナーシップを持たなければなりません。

こうした経理財務部門の変革を推進するため、CFO
はまず、企業プロセスについての新たなフレームワー
クを設計しなければなりません。設計と実行計画の内
容は、統制され、且つ計画的なものでなければなら
ず、業務プロセスと変革に関わるコストについての試
算も実施しなければなりません。業務プロセスの最適
化を推進するために CFO は、活動管理指標（ドライバ）

図20：革新的経理財務部門実現のためのロードマップ 

簡素化
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情報の
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コンプライアンスを
超えたリスク
管理

意思決定
支援基盤の
最適化

他部門との
連携強化

企業目標の
遷移に
合わせた
経理財務
部門戦略の
見直し
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・企業プロセスのフレームワーク
・共通的プロセス
・簡素なプロセス
・ベストプラクティスの適用

経理財務部門の組織と業務形態の最適化

情報標準化を徹底する
ための仕組みづくり

プロセスに対する説明責任と
オーナーシップを向上させる

内部統制の理解を進める

ITの合理化
・ERPプラットフォーム
・予算管理システム
・共通の財務プラット
　フォーム
・データウェアハウス

実績・予算・予測情報
の統合

外部情報の利用と管理

リスク管理戦略の策定

リスク管理ガイド
ラインの明確化

統制活動の自動化

連携した計画策定
の実施

簡素化された予算
策定プロセスの実施

ローリングフォー
キャストの導入

最適な原価管理、
採算管理手法の導入

成長機会とシナジー
効果の把握

自動アラーム機能を
備えた事業活動
モニターツール
の導入

ワークフローに組み
込まれた分析ツール

全社ベースの統合的
経営管理の仕組み導入

戦略に適合した重要
業績管理指標の設定

成長戦略支援

顧客・商品・契約情報
の統合管理

例外（あるいは異常値）
に焦点を当てた管理
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をまずは定義し、エンド・ツー・エンドの業務プロセ
スをいかに世界的水準に高め、またどの様にベストプ
ラクティスを適用し、最新のＩＴ基盤を導入してゆく
かを決定しなければなりません。

企業内における業務のコンポーネント化を行い、自社
にとって差別化を図るためのコア業務で何であるかを
検討することにより、社内のどの業務をシェアード
サービス化するのが、最も効果的であるかを決定する
ことができます。

全社的なプロセス管理アプローチをとる場合、経理財
務部門はまずその組織と業務形態を評価し、場合に
よっては変革を行うことが必要になります。社内各分
野の専門組織と限られた優秀な人材を最大限に活用で
きるような体制を構築するとともに、業務の重複を排
除し、業務プロセスを効率的に再構築するという目的
のために、企業として行うべきことは、単純な集中・
分散モデルの選択で完結するわけではありません。こ
の度の調査によると、経理財務部門が組織の再編を行
う際に、シェアードサービスやアウトソーシングは、
今後より一般的なものになるとの予想が示されていま
す。

最後にビジネス側の各種要請に対して、社内のシステ
ム基盤は、より柔軟かつ迅速な対応が求められるよう
になるでしょう。企業がより高い柔軟性を求めて ERP
プラットフォームや、各種分析ツールを統合し、最大
限に活用しようとする中で、プロセス重視・サービス
志向の新たなテクノロジーモデルが出現しつつありま
す。

経理財務部門に対する期待は、単なる過去の財務デー
タの報告とコンプライアンスに留まらず、将来を見越
した提言や、意思決定における他部門との連携といっ
た分野へと変遷してきました。優れた経理財務部門は、
リスクの低減と事業の安定を図りつつも、同時に成長
戦略、収益性管理、リスク管理の三つの領域でタイム
リーな提言が行えるような俊敏性を維持しています。

このような提言が行えるようになるための第一ステッ
プは、業務プロセスの簡素化とデータの標準化を通じ
た、組織内の構造的複雑さの克服と、企業グループ内
での情報の統合管理です。次のステップとして経理財
務部門は、単なるコンプライアンスを超えたリスク管
理に関する提言力の向上、意思決定支援基盤の最適化
による収益性管理に関する提言力の向上、そして他部
門との緊密な連携を通じた成長戦略に関する提言力の
向上を図ってゆくことができるのです。企業の戦略と
経理財務部門の戦略のベクトルを合わせることによ
り、経理財務部門は戦略的なビジネスパートナーとし
ての地位を確立し、企業価値向上の一翼を担うことが
できるのです。

結論
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経理財務の責任を担う立場から見て、特に重要視している項目について回答してください。

業績の分析と経営トップや各部門へのフィードバック

会社発展への貢献のための、経理財務スタッフとの連携

継続的な業務改善

内部牽制・統制に十分配慮した業務処理の徹底

経理財務スタッフの育成

経理数値を利用した事業管理の推進

コスト削減の推進

事業経営改善への貢献（企業変革への貢献）

社会的責任への対応と法令順守

企業リスク管理の支援または実施

社内各種計数の一元管理の推進

有効回答数＝870
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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The Global CFO Study 2005   回答内容詳細

このパートでは、IBM 2005 CFO Study で得られたデータの詳細をご紹介します

現在の経理財務部門は会社にとってどれだけ有効な活動ができているか回答してください。

業績の分析と経営トップや各部門へのフィードバック

会社発展への貢献のための、経理財務スタッフとの連携

継続的な業務改善

内部牽制・統制に十分配慮した業務処理の徹底

経理財務スタッフの育成

経理数値を利用した事業管理の推進

コスト削減の推進

事業経営改善への貢献（企業変革への貢献）

社会的責任への対応と法令順守

企業リスク管理の支援または実施

社内各種計数の一元管理の推進

有効回答数＝847
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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経理財務の責任を担う立場から見て、特に重要視している項目について回答してください。

業績の分析と経営トップや各部門へのフィードバック

会社発展への貢献のための、経理財務スタッフとの連携

継続的な業務改善

内部牽制・統制に十分配慮した業務処理の徹底

経理財務スタッフの育成

経理数値を利用した事業管理の推進

コスト削減の推進

事業経営改善への貢献（企業変革への貢献）

社会的責任への対応と法令順守

企業リスク管理の支援または実施

社内各種計数の一元管理の推進

有効回答数＝870
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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北米・中南米

ヨーロッパ・中東・アフリカ

アジア太平洋地域

グループ標準の勘定科目体系の導入/グループ共通の情報インフラの導入

グループ標準の業務方針と処理ルールの導入

業務処理の標準化

業務処理の簡素化

会計情報システムの統合

先進的予算編成・業績予測ツールの利用

ERP環境の一元化

データウェアハウス、データベースの一元化

ベストプラクティス（有効事例）の応用

様々な業務処理方法の改善やIT技術の応用について、経理財務業務でどの程度適用／利用しているか回答してください。

有効回答数＝844
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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プロセス

IT

全社で実施済 部分的に実施済 着手段階 予定なし
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現在採用している業務形態について回答してください。

有効回答数＝219（インタビューで回答いただいた数）
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

非経理財務プロセス

資金管理

経費・旅費支払管理

税務実務

戦略策定

リスク管理

プロジェクトコスト管理および原価計算

新規事業の分析・評価

税務戦略

マネジメントへのレポーティング

受発注から出荷、決済業務

一般会計業務

財務会計システムの管理・運用

財務数値および管理業績の分析と報告

外部報告、開示実務

設備投資計画

予算管理と予測

分析業務

買掛管理

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

グループ内シェアードサービス（国内）

グループ内シェアードサービス（グローバル）

外部へのアウトソーシング（国内）

外部へのアウトソーシング（グローバル）

集中化していない
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今後三年以内に採用を予定している業務形態について回答してください。

有効回答数＝190（インタビューで回答いただいた数）
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

非経理財務プロセス

資金管理

経費・旅費支払管理

税務実務

戦略策定

リスク管理

プロジェクトコスト管理および原価計算

新規事業の分析・評価

税務戦略

マネジメントへのレポーティング

受発注から出荷、決済業務

一般会計業務

財務会計システムの管理・運用

財務数値および管理業績の分析と報告

外部報告、開示実務

設備投資計画

予算管理と予測

分析業務

買掛管理

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

グループ内シェアードサービス（国内）

グループ内シェアードサービス（グローバル）

外部へのアウトソーシング（国内）

外部へのアウトソーシング（グローバル）

集中化していない

連結ベースの実績、予算、予測の情報の統合

計画策定業務の調整

会計情報および非会計情報（顧客情報や製品情報など）の分析支援

環境変化に合わせて柔軟に更新される原価管理や
採算管理の手法の導入

情報管理の標準化を促進する統制制度構築

Webベースの情報ポータルの導入

外部データの収集に関する窓口機能

ナレッジ・マネジメントの導入

顧客、製品、契約情報の統合管理

現在 ３年以内に実現 該当しない

意思決定に必要な情報を提供するために、経理財務部門が担うべき活動について回答してください。

有効回答数＝869
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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有効回答数＝862
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

事業成長活動における経理財務部門の実施レベルを評価してください。

ビジネス機会を計画、予測、測定するための分析情報の提供

設備投資の意思決定

採算が取れる収益成長市場やさらなるコスト抑制が
可能な領域を検討するための情報提供

成長戦略の策定

外部リソースとの契約および交渉

ビジネス機会およびシナジー効果の検討と評価

会社統合・分割に関わる政策検討やその運営

新しい市場・事業分野または
潜在的なロスに関するリスク管理戦略の作成

投資対効果の分析・評価資料の作成

強 中 弱 該当しない

業績予測の精度を向上させるために、経理財務部門がどのようなことを実施しているか回答してください。

有効回答数＝618
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

ローリング予算、ローリング予測の導入

他部門の専門家との協業

予測単位の期間を短縮する

短期予測と長期予測を関連付ける

予算策定頻度の増加

プロセスオーナーを決め、プロセスを可視化し、コントロール
ポイントを理解することを推進する

実績、予算、予測が統合されたシステムの利用

日々のオペレーションに計画プロセスも入れる

現在 ３年以内に実現 該当しない



IBM Global Business Services

��

改革に対する経理財務部門のサポート・レベルを回答してください。

公式な改革プロジェクトチームへの参加

ビジネス・ポートフォリオの管理

ビジネス機会に対するリスク・ガイドラインの明確化

顧客/エンド・ユーザーのニーズの理解

新しい改革アイデアを生み出すためのグループ内
もしくは系列グループ間の協業体制

新しいアイデアの検討、導入および育成

新規事業立ち上げや事業拡大を推進するキーとなるプロセスの特定

市場動向に関する分析情報の提供

改革の成功率の測定と追跡調査の実施

改革を達成するためのベンチャー・キャピタルの利用

有効回答数＝817
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

高 中 低

経営管理手法の導入予定を回答してください。

実績、予測、予算、差異に関する情報の統合

他部門と協力した計画策定、実績報告、意思決定

業績予測を中心とした管理

ローリング予測

グループやチームの業績評価指標、
インセンティブ、アカウンタビリティの明確化

新しい予算管理制度の導入

戦略に適合した重要業績管理指標（KPI）の設定

透明性があり、適時性にすぐれ、組織の役割と戦略に対応した
評価基準の活用

定例的なレポートからアラートベース
（ある条件を満たしたときに報告）レポートへの移行

有効回答数＝811
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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現在 ３年以内に実現 該当しない
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経理財務部門が重点を置いている、または重点を置く予定の内部統制の分野を回答してください。

会計方針の文書化

決算業務プロセスの管理

経理財務報告プロセス

定型的でないおよび複雑な会計処理の記録の管理

ITおよびインフラストラクチャーの管理

内部統制に対してトップマネージメントが責任を持つように促す

企業全体の内部統制プログラム促進

外部委託プロセスの管理に対する評価能力および検証

取締役会や監査委員会の内部統制フレームワークについての
理解の促進

合併と買収プロセスの管理

有効回答数＝846
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

以前の重点 現在の重点 今後12ヶ月で重点予定 該当しない

導入済みの管理ツールを回答してください。

役員レベルが活用する業績評価指標スコアカードモニターツール

組織の役割に応じてカスタマイズされた全社の業績管理ツール

企業Webベースの報告ツール、ポータル等

調査および非定型的な（仮設検証など）のための分析ツール

予測モデリングのためのデータ・マイニング・ツール

ERPの中の業績管理ツール

実際のワークフローに組み込まれた
分析ツール（自動リアルタイム警告など）

自動アラーム機能を備えた事業活動モニターツール

社外パートナー（サプライヤー、顧客など）とリンクした
企業全体の業績管理ツール

有効回答数＝859
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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現在 ３年以内に実現 該当しない



IBM Global Business Services

��

経理財務部門が、内部統制の仕組みの維持または改善をするため行った活動を回答してください。

社員の行動規範の策定

経営幹部の行動規範の策定

明確な基準と目に見えるアクションをもって、倫理規定違反に対処する

財務諸表作成過程におけるプロセス横断的な
アカウンタビリティおよび統制を行う

内部統制の強化と業務効率化を実現するための
ビジネスプロセスの自動化

内部統制文書の自動作成

会計、財務、内部統制についてスタッフスキルを上げる

リスク管理について、経理財務部門スタッフにトレーニングを行う

コンプライアンスに関するリアルタイムな報告と
ステータスダッシュボードを利用

有効回答数＝619
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

過去12ヶ月での活動 今後12ヶ月以内に予定 該当しない

経理財務部門が、企業全体のリスク管理活動をどのくらいの頻度で支援しているか回答してください。

規制に準拠する

潜在的なリスクを識別する

リスク・データを報告する

新しいリスクの影響を分析する

リスク・レベルを監視する

他部門にリスク・データを提供する

リスク・データの品質を保証する

リスク軽減戦略についてアドバイスする

リスク管理戦略を実行する

企業のリスク管理フレームワークを設計する

企業のリスク管理文化を発展させる

有効回答数＝807
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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常時 時々 しない
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経理財務部門が管理しているリスクの度合いを回答してください。

法令順守リスク

流動性リスク

信用リスク

オペレーショナルリスク

戦略意思決定リスク

買収リスク

外部環境リスク

風評リスク

市場リスク

有効回答数＝808
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.

0 10 20 30 40 50 60 70 80(%) 90 100

完全に準拠
部分的に管理
管理していない
わからない

経理財務部門の戦略に関する以下の記述にどの程度同意するか回答してください。

事業目標の達成支援

事業目標の変化に応じて常に修正

経理財務戦略実現のための計画策定

事業部門関係者に知らしめる

経理財務部門以外の経営幹部により理解され、
協力も得られている

経理財務部門内で経理財務戦略が理解され、
協力も得られている

有効回答数＝847
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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強く同意する

一部同意する

中立

一部同意しない

強く同意しない
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経理財務部門に合致する組織構造について回答してください。

意思決定支援のための経理財務活動が事業部門の中で行われている

意思決定支援のための経理財務活動が集約化された組織で
実施されている

経理財務業務および会計取引処理業務専門の
シェアード・サービス・センターが存在する

経理財務を含む複数機能のシェアード・サービス・センターが存在する

習熟度の高い専門家集団で構成されている

分析専門のシェアード・サービス・センターが存在する

「小さな本社機能」を実現している

有効回答数＝620
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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現在 ３年以内に実現 該当しない

経理財務部門に合致する役割について回答してください。

コンプライアンス担当責任者

リスク管理担当責任者

ナレッジ/データ管理担当責任者

標準化および簡素化担当責任者

取引管理担当責任者

成長戦略担当責任者

有効回答数＝618
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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現在 ３年以内に実現 該当しない
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CFOの監督下にある機能について回答してください。

経理

事業/経理財務分析

財務

税務

事業支援/業績管理

リスク管理

コンプライアンス（法令順守）

シェアード・サービス（財務および経理のみ）

予算管理

内部監査

戦略計画/事業開発

IR

アウトソーシング（財務および経理のみ）

情報システム

調達・購買

人事/総務

提携管理

その他

有効回答数＝870
出所 : IBM Global Business Services, The 2005 Global CFO Study.
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